
三田市下槻瀬字新井６０８番１外

戸建住宅地

農地等が見られる県
道沿いの農家集落地
域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 160 80 320 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,100)

人口減少、少子高齢化が進む。北摂三田ニュ－タウンの住宅地価
格は安定、市郊外は下落。ＪＲ三田駅近郊の商業地価格は上昇傾
向。

三田市郊外にあり、周辺人口の減少等が続く中、需要者は地縁者
にほぼ限定され、価格水準は緩やかな下落基調が継続している。

個別的要因に変動はない。

三田市郊外の集落地域で、地域環境や公法上の規制等により周辺地域を含めマンション等の収益物件は皆無に等しく、取引
は自用目的が中心で土地価格に見合った賃料水準の把握が困難であるため収益還元法の適用は断念した。従って、標準地及
び指定基準地との検討を踏まえ自己利用目的が主で信頼性のある取引事例により求めた比準価格をもって鑑定評価額とした。

［

［

住宅
Ｗ１

三田市郊外の調整区域内にあり、不動産市場に影響を与えるような積極的な地域要因はなく今後も現状を維持するものと判
断する。周辺人口の減少に伴い今後も地価は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 12,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

12,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-7.0

+4.0

+42.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三田駅北東方
8.5km

ＪＲ三田
8.5km

(8)

北東8.5m県道､南側
道

｢調区｣
(60,100)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ８．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

438

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

22.5  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

12,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

137.3 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0

0.0

不整形

角地

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

12,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+5.0

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

15,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

115.2 ］

96.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 28日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

5,560,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 12,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、三田市北部から中部を中心に隣接市町の市街化調整区域内の集落地域を範囲とする。主な需要者は地縁性の
ある市内居住者で、圏外からの転入者はごく少数である。当該地域は山間の典型的な農家集落地域で、少子高齢化や離農者
の増加により人口減少が顕著で、一般的に敬遠される傾向が強い。閉塞感の見られる地域で取引自体が少なく、個別事情や
画地規模等も様々で需要の中心となる価格水準は見出しにくい状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第5分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社いそや不動産鑑定所

井本　季伸



三田市乙原字竹ノ添２８１６番

戸建住宅地

農家住宅が点在する
県道沿いの住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 90 110 90 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,100)

雇用・所得環境の先行きが懸念される中で、旧来の集落地域では
少子高齢化や農業従事者の後継者難等が深刻であり、不動産市場
は停滞。

地縁的性格の強い需要で支えられている旧態色の濃い住宅地域で
あり、宅地需要は依然、先細り傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

自用の住宅関連の取引が支配的な宅地密度の低い集落地域であり、公法上の規制や貸家に対する需要が乏しいこと等から賃
貸住宅の想定が困難であるため、収益価格は試算しない。したがって、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、主に自用
目的で成約した取引事例から求めた比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

格別の変動要因がないので、需要者が限られる市街化調整区域内の県道沿いの住宅地域として現状を維持するものと見込ま
れ、地価は当面、弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 11,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

11,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-7.0

+5.0

+59.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三田駅北方
11km

ＪＲ三田
11km

(8)

西9.5m県道

｢調区｣
(60,100)

（その他）　　　　

特にない。 ９．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

730

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

11,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

155.3 ］

98.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

11,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+6.0

+26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

15,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

130.9 ］

96.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 30日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

8,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 11,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね三田市及びその隣接市町内の市街化調整区域内の住宅地域。県道沿いではあるが旧来色の濃い集落地域
であり、需要者は近隣地域及び周辺地域に地縁性を有する者にほぼ限られ、地元需要で完結している。最近は居住者の転出
や少子高齢化の進展等を背景に宅地需要が一段と先細ってきており、地価は弱含み基調を続けている。取引される価格帯は、
取引件数が少ないうえ規模等により一様ではなく、需要の中心となる価格帯は見出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社扇屋プランニング

足立　英基



三田市西山２丁目１１３番

戸建住宅地

戸建住宅、共同住宅
等が混在する住宅地
域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 80 65 50 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

地域経済の回復に向けた足取りは緩慢で、雇用・所得環境の先行
きが懸念される。住宅需要の都心回帰や土地の選別化等が顕著で
ある。

最寄り駅にはやや遠いが、旧市街地へ徒歩圏内の区画整然とした
利便性の良い住環境下にあり、地価は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域においては自用の戸建住宅関連の取引が支配的で、標準的な画地規模から共同住宅の想定が困難であり、また経済
的に戸建住宅の賃貸事業が成り立つとは言いがたい。したがって、収益価格は試算せず、標準地及び指定基準地との検討を
踏まえ、主に自用目的で成約した取引事例から求めた比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

格別の変動要因がないので、区画整然とした共同住宅も見られる戸建住宅地域として現状を維持するものと見込まれ、地価
は当面、底堅く推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-17.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三田駅南西方
1.7km

ＪＲ三田
1.7km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山２－２７－３１」

②地積

（㎡）

156

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

60,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

80.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

74,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+11.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

83,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

109.8 ］

101.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 30日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

11,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね三田市と隣接市町内のＪＲ福知山線及び神戸電鉄三田線・同公園都市線沿線等の住宅地域。需要者の中
心は市内在住者とその縁故者であるが、周辺市町からの転入も見られる。共同住宅が混在する住宅地域で、街区は整然とし
ており利便性も比較的良好であることから総じて安定した住宅需要に支えられ、地価は堅調な動きを示している。土地は１
６０㎡程度で１，２００万円程度、新築戸建住宅で３，０００万円程度を中心に取引が行われている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社扇屋プランニング

足立　英基



三田市藍本字田中２５８２番

戸建住宅地

農家住宅、一般住宅
のほか農地も見られ
る住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 140 50 45 戸建住宅地

-

「調区」(60,100)

三田市の総人口は減少傾向にある。三田市郊外の集落地域では少
子高齢化や市中心部への流出などにより宅地需要は弱い。

市街化調整区域内の農家住宅が見られる住宅地域であり需要者が
地縁者等に限定され需要に乏しいことから地価は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

農家住宅や一般住宅が見られる市街化調整区域内の住宅地域で、賃貸需要が無く、公法上の規制により賃貸住宅の想定をす
ることが困難であるため収益価格の試算を断念した。市場での取引相場を中心に価格形成されることが一般的であることか
ら、標準地を規準とした価格との検討を踏まえ、市場性を反映した比準価格をもって、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

三田市郊外の農家住宅も見られる住宅地域であり地域要因に特段の変動は認められない。地価は引き続き弱含みで推移する
と予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 15,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

14,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

-1.0

+27.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ藍本駅南東方
1.3km

ＪＲ藍本
1.3km

(8)

南東7m市道

「調区」
(60,100)

（その他）　　　　

特にない ７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

614

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 24.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

14,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.3％ ％

119.4 ］

98.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

8,960,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 14,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね三田市及び隣接市町の市街化調整区域内の住宅地域。需要者の中心は地元地縁者であり、外部からの流
入はほとんど見られない。少子高齢化や若者の都心部の流出等により利便性の劣る市街化調整区域内の住宅地域の需要は引
き続き弱含みである。当該地域においては取引自体が少なく、取引される規模等も様々であることから、需要の中心となる
価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社不動産評価システムズ

名倉　友樹



三田市宮脇字堂垣内１１６番１７

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ住宅地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 100 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)
土砂災害警戒区域

市内住宅市場において新型コロナウイルス感染症による影響は顕
在化していないが、引き続き雇用情勢や可処分所得の動向に留意
が必要。

建ち並ぶ住宅は古くなり、最寄駅からもやや遠く、新しい住宅団
地と比較すると、需要の鉾先は向かいにくい状況にある。

個別的要因に変動はない。

周辺は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域で、転勤や相続等による戸建住宅の賃貸を除いては賃貸住宅等が見受けられず、賃貸市
場が形成されていない状況にある。また、当該地域における取引目的は自己使用が殆どであるため、収益価格は試算せず、
代表標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は既に中小規模の住宅が建ち並んだ住宅地域で、地域要因に大きな変化はない。今後も当面は現状を維持しつつ、
地価はやや弱含んで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 45,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

45,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ広野駅北東方
1.1km

ＪＲ広野
1.1km

(8)

西6.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位　北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

141

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 12.5  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

43,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

93.1 ］

99.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

45,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+87.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

83,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

181.4 ］

101.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

6,370,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は三田市郊外の市街化区域に形成された住宅地域及び調整区域内の建替可能な住宅団地にわたる。需要者は圏内
及び三田市以北の住民が中心で、地元需要が大半を占める。三田市内のニュータウンにおける新規分譲は継続しており、相
対的に圏内への需要は低調である。また、圏内の新規供給は小規模開発が散見される程度である。近隣地域及びその周辺で
の売買の中心価格帯は、土地６５０万円程度、新築の建売住宅で２，３００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社新日本カンテイ神戸

櫻井美津夫



三田市屋敷町６１５番２

戸建住宅地

中規模以上の住宅が
多い閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 65 40 35 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

三田市の総人口は減少傾向にある。三田市中心部に近い利便性の
良好な住宅地域について地価は概ね安定的に推移している。

地域要因に特段の変動はない。規模のまとまった画地が多く、閑
静な住宅地域にあることから地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は自用目的での取引が多い戸建住宅地域内に存し、経済合理的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため収益価格
の試算を断念した。住宅地域内においては市場での取引相場を指標にして価格形成されることが一般的であることから標準
地との検討を踏まえ、市場性を反映した比準価格をもって、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模以上の住宅が多い住宅地域であり、将来は規模が大きい画地が細分化されることも考えられる。三田市中心部から近
く、また比較的良好な住環境を反映して当面の間地価は安定的に推移すると予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 83,500円／㎡

公示価格 84,000円／㎡

標準地番号 三田 1-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

84,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+2.0

-5.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三田駅南西方
1.2km

ＪＲ三田
1.2km

(8)

南6.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「屋敷町１１－１０」

②地積

（㎡）

226

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

84,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0 +0.4％ ％

95.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0

+3.0

台形

方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

19,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 84,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

67,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ福知山線及び神戸電鉄線沿線等の概ね三田市及び隣接市の住宅地域である。需要者は大阪圏への通勤者を
中心とした市内の居住者である。旧来からの住宅地域として画地規模の大きな住宅も見られ、住環境が比較的良好であるこ
とから地価は安定的に推移している。需要の中心となる価格帯は標準的な規模で２，０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社不動産評価システムズ

名倉　友樹



三田市上相野字松ノ元５５５番４

戸建住宅地

農家住宅が散在する
県道背後の住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 75 85 100 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,100)

雇用・所得環境の先行きが懸念される中で、特に郊外の住宅地域
では少子高齢化や農業関係の後継者難が深刻であり、不動産市場
は停滞。

地縁的性格の強い需要で支えられている市街化調整区域内の旧来
の住宅地域であり、宅地需要は依然、先細り傾向をぬぐえない。

個別的要因に変動はない。

自用の住宅関連の取引が支配的な農家住宅が散在する集落地域であり、公法上の規制や貸家に対する需要が乏しいことから
賃貸住宅の想定が困難であるため、収益価格は試算しない。したがって、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、主に自
用目的で成約した取引事例から求めた比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

格別の変動要因がないので、市街化調整区域内の県道背後の宅地密度の低い集落地域として現状を維持するものと見込まれ、
地価は当面、やや弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

17,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-4.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ相野駅西方
900m

ＪＲ相野
900m

(8)

北東4.5m市道

｢調区｣
(60,100)

（その他）　　　　

特にない。 ４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

312

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

97.8 ］

98.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

17,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-3.0

-18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

15,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

81.9 ］

96.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 30日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

5,550,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね三田市及びその隣接市町の市街化調整区域内の住宅地域。県道背後ながら旧来色の濃い集落地域であり、
需要者は近隣地域及び周辺地域に地縁性を有する者にほぼ限られ、地元需要で完結している。最近は少子高齢化の進展など
を背景に宅地需要が一段と先細ってきており、地価は弱含み基調を続けている。取引される価格帯は、取引件数が少ないう
え規模等により一様ではなく、需要の中心となる価格帯は見出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社扇屋プランニング

足立　英基



三田市あかしあ台３丁目８番１３

戸建住宅地

戸建住宅が建ち並ぶ
区画整然とした住宅
地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 55 40 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)
地区計画等

新型コロナウイルス感染症による影響は顕在化しておらず、低金
利政策や住宅ローン減税等の効果により、住宅市場は安定してい
る。

熟成期を迎えた住宅団地であり、良好な住環境が保たれ、幅広い
層からの需要が見込めるため、地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域で、転勤や相続等による戸建住宅の賃貸を除いては賃貸住宅等が見受けられず、賃貸市
場が形成されていない状況にある。また、当該地域における取引目的は自己使用が殆どであるため、収益価格は試算せず、
比準価格を採用し、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は戸建住宅が整然と建ち並ぶ良好な環境にある住宅地域であり、地域要因に大きな変化はない。今後も当面は建替
等を伴いながら現状を維持しつつ、地価は安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

75,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄南ウッディタ
ウン駅西方
660m

神戸電鉄南ウッディタウ
ン
660m

(8)

北西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
高度

地区計画等

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

277

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

76,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

101.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

75,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

+14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

83,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

108.3 ］

101.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は三田市を中心に、神戸市北区及び西宮市北部に広がる住宅地域である。大阪や神戸に通勤する一次取得者層か
らの需要が中心で、広域からの需要がある。当該圏域より都心部に近いエリアでも住宅地の新規供給は続いているが、地価
が高止まりしているため、相対的な割安感から圏内への需要は底堅い。近隣地域及びその周辺での売買の中心価格帯は、標
準的な規模の土地で２，０００万円程度、新築の建売住宅では総額３，８００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社新日本カンテイ神戸

櫻井美津夫



三田市武庫が丘４丁目３番１５

戸建住宅地

中規模戸建住宅が建
ち並ぶ熟成した住宅
地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 70 戸建住宅地

-

１低専(50,100)
地区計画等

新型コロナウイルス感染症による影響は顕在化しておらず、低金
利政策や住宅ローン減税等の効果により、住宅市場は安定してい
る。

熟成期を迎えた開発団地であり、良好な住環境が保たれ、幅広い
層からの需要が見込め、地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域で、転勤や相続等による戸建住宅の賃貸を除いては賃貸住宅等が見受けられず、賃貸市
場が形成されていない状況にある。また、当該地域における取引目的は自己使用が殆どであるため、収益価格は試算せず、
比準価格を採用し、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は既に戸建住宅が建ち並んだ熟成した住宅地域で、地域要因に大きな変化はない。今後も当面は建替等を伴いなが
ら現状を維持しつつ、地価は安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 63,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄フラワータウ
ン駅南東方
800m

神戸電鉄フラワータウン
800m

(8)

北東6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

220

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

63,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

64,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

97.0 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

63,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

+31.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

83,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

128.4 ］

101.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 63,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

51,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は三田市を中心に、神戸市北区及び西宮市北部に広がる住宅地域である。大阪や神戸に通勤する一次取得者層か
らの需要が中心で、広域からの需要がある。当該圏域より都心部に近いエリアでも住宅地の新規供給は続いているが、地価
が高止まりしているため、相対的な割安感から圏内への需要は底堅い。近隣地域及びその周辺での売買の中心価格帯は、標
準的な規模の土地で１，４００万円程度、新築の建売住宅では総額３，２００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社新日本カンテイ神戸

櫻井美津夫



三田市すずかけ台４丁目１４番２

標準的使用と同じ低層店舗住宅併用地

店舗や給油所等が見
られる路線商業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北35 60 70 80 低層の店舗住宅併用地

-

１中専(60,150)
地区計画等

大型店舗や専門量販店への顧客集中が目立つ中、新三田駅周辺で
は各種整備を背景に店舗等の開業が相次ぎ、相対的な地位が向上
した。

新三田駅から徒歩圏内のウッディタウンの入口付近に位置する路
線商業地域であるが、当該団地の居住区域からはやや離れている。

個別的要因に変動はない。

周辺に店舗や事業所等が見られるが、最近は地価下落や賃借需要の先細り等を警戒して収益物件の運用を目的として不動産
を取得する動きは低調であり、ごく稀に自用目的での取引が見られる程度である。したがって、標準地及び指定基準地との
検討を踏まえ、主に自用目的で成約したと認められる取引事例から求めた比準価格を重視し、収益価格を比較考量し、鑑定
評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

ニュータウン縁辺部に位置する県道沿いの路線商業地域で、通過交通量も安定しているので、当面現状を維持するものと見
込まれ、地価も概ね横這い基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+3.0

+44.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ新三田駅南西方
700m

ＪＲ新三田
700m

(8)

北東9m県道､背面道

１中専
(60,150)

（その他）　　　　
地区計画等
(70,150)

特にない。 ９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

170

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,000 円／㎡

43,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

120,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

155.7 ］

100［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

76,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

+33.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

98,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

131.7 ］

100.5［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 30日 正常価格

令和 4年 7月 2日令和 4年 7月 1日

13,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね三田市と周辺市内のＪＲ福知山線及び神戸電鉄沿線等の商業地域。需要者は、三田市に地縁性をもつ小
売・サービス事業者が多く、最近はニュータウン中心部の大規模店舗等に顧客が集中し、地場経営者の高齢化や後継者難等
とも相まって事業所用地に対する需要はやや伸び悩んでいる。取引件数が少ないうえ、規模等により取引価格の水準は一様
ではないため、需要の中心となる価格帯は見出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社扇屋プランニング

足立　英基



三田市西山１丁目１０２番２外

低層店舗用地

飲食店舗、小売店舗
等が多い路線商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 40 50 低層店舗用地

-

１中専(60,200)

新型コロナウイルス感染症による店舗等への影響は顕在化してお
らず、各種支援金や助成金等により、市場は比較的安定した状況
にある。

市内では相対的に新しい路線商業地域で、飲食店舗を中心に需要
は根強く、新陳代謝も進んでおり、地価は底堅く推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は準幹線道路沿いの商業地域であり、貸店舗も見受けられるが、平面駐車場を十分に確保したものが多く、店舗と
しての明確な賃料水準の把握が難しい。また、散見される取引は投資目的よりも自己使用目的であることが多く、収益性を
重視した価格形成がなされているとまでは言えない市場環境にある。従って、このような市場の特性に応じ、比準価格を中
心に、収益価格を比較考量して、更に標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

準幹線道路沿いに店舗等が建ち並んだ路線商業地域であり、大半の画地が有効利用されている。大規模施設の進出余地は殆
どなく、今後も当面は現状を維持しつつ、地価は堅調に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 98,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

98,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.0

+3.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄横山駅北方
750m

神戸電鉄横山
750m

(8)

西16m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山１－２－１６」

②地積

（㎡）

390

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

103,000 円／㎡

59,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

120,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

117.9 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

38,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 99,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

79,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は三田市を中心に、近隣市町内の幹線又は準幹線道路沿いの商業地域にわたる。需要者は圏内の地元企業や個人
事業主を中心に、立地によっては広域に事業を展開している法人等からの需要も見受けられる。飲食店舗等への需要は根強
く、既存店撤退後の入れ替わりは早く、空きは殆ど見られない。近年は借地されるケースが多く、取引自体は少ないうえに、
取引規模や取引事情等も様々であり、売買の中心価格帯を見出すことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社新日本カンテイ神戸

櫻井美津夫



三田市駅前町５７２番１外

店舗兼共同住宅

国道沿いに店舗、事
業所、共同住宅等が
建ち並ぶ路線業務地
域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 105 160 120 店舗兼共同住宅

-

準工(60,200)

人口減少、少子高齢化が進む。北摂三田ニュ－タウンの住宅地価
格は安定、市郊外は下落。ＪＲ三田駅近郊の商業地価格は上昇傾
向。

路線商業地域で地元企業のほか、全国展開の店舗も散見され、一
定の繁華性が見られる。しかし、今後更なる集積には不透明な所
がある。

個別的要因に変動はない。

低層の店舗や事業所が見られ一定の繁華性が見られる路線商業地域に存するが、自用目的の建物が多いため賃貸市場の熟成
度は低く収益価格は相対的に信頼性が劣るものと判断した。従って、規範性から主に自用目的で成約した取引事例により求
めた比準価格を重視し、収益価格を斟酌し、更に標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定し
た。

［

［

店舗兼工場
Ｓ２

国道１７６号沿いにあり地元企業のほか全国展開の店舗も散見されるが成熟の程度に大きな進展は見られない路線商業地域
である。低層建物が主で地域要因には大きな変動はなく、今後も現状を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 97,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

97,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

三田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+3.0

+16.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三田駅南東方
900m

ＪＲ三田
900m

(8)

西12m国道､背面道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「駅前町２２－１６」

②地積

（㎡）

709

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

27.0  ｍ、　奥行　約 26.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

100,000 円／㎡

57,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

120,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

120.7 ］

100［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0二方路

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

97,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

三田（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

0.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

98,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

102.6 ］

100.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 28日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

69,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 97,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

77,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね三田市及び隣接市町の路線及び近隣商業地域を範囲とする。国道沿線にあり市内でも交通量が多い地域で、
主な需要者は地元企業のほか全国展開している小売店舗や飲食店舗が該当し、一定の商業繁華性が認められる。しかし、今
後繁華性が大きく上昇する可能性は少なく現状維持に留まるものと考えられる。商業地では土地の売買は少なく、事業用借
地権による出店が中心。売買では取引規模や個別事情が様々で、価格水準は見出しにくい状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

三田（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

三田（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第5分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社いそや不動産鑑定所

井本　季伸


